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本冊子「財務・経営報告」では、株式会社パ
ルコの財務情報・経営情報についてご紹介
しています。ビジョンや事業の内容について
は、「会社案内」をご覧ください。

会社案内
「The Vision」
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将来予想に関する注意事項
　本財務・経営報告における将来予想に関する記述につきましては、目標や予測
に基づいており、確約や保証を意味するものではありません。
　また、将来における当社の業績が、現在の当社の将来予想と異なる結果になる
ことがある点を認識された上で、ご利用ください。

本文中の表記について
　本財務・経営報告に記載されている「2009年度」は、2010年2月期（2009年
3月1日～2010年2月28日）を示しています。
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パルコグループの概要（2010年2月末日現在）

Overview of the PARCO Group 

ショッピングセンター事業
 ショッピングセンターの開発・経営・管理・運営

株式会社パルコ
本部 東京都渋谷区神泉町8-16
設立 1953年2月13日　 
資本金 268億6,738万円
従業員数 606名 
店舗数 21店舗

「福岡PARCO」（2010年3月19日オープン）含む
2009年度売上高 2,433億49百万円

PARCO （Singapore） Pte Ltd
本社 9 Raffles Boulevard #03-02 Millenia Walk, 

Singapore 039596
設立 1991年11月25日
資本金 15,926千S$（ シンガポールドル）

専門店事業
 衣料品・雑貨などの販売

株式会社ヌーヴ・エイ
本社 東京都渋谷区神泉町8-16
設立 2001年6月1日　 
資本金 4億9,000万円
従業員数 479名 
事業所数 136店舗
2009年度売上高 149億81百万円

総合空間事業
  内装工事の設計・施工、清掃・保安警備・設備保全などの

ビルメンテナンス

株式会社パルコスペースシステムズ
本社 東京都渋谷区神泉町8-16
設立 1969年4月1日　 
資本金 4億9,000万円
従業員数 857名　 
事業所数 23事業所
2009年度売上高 177億58百万円

その他の事業
 インターネット関連事業

株式会社パルコ・シティ
本社 東京都渋谷区神泉町8-16
設立 2000年3月1日　
資本金 1,000万円
従業員数 40名
2009年度売上高 5億70百万円

さらに詳しい情報は、Webサイトのグループ会社ページをご覧ください

http://www.parco.co.jp/group/parco_group/

2010年3月31日
「PARCO Marina Bay」（シンガポール）オープン

2010年3月19日
「福岡PARCO」（福岡・天神）オープン

　2010年度は、主力のショッピングセンター事業において、新規に開店した「福岡PARCO」、
初の海外出店となる「PARCO Marina Bay」 の新店2店の育成をはじめ、既存
「PARCO」の運営力強化、周辺ビジネスの拡大を図ります。
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連結財務ハイライト
Consolidated Eleven-Year Summary

（百万円）

1999年度
（99/3～00/2）

2000年度
（00/3～01/2）

2001年度
（01/3～02/2）

2002年度
（02/3～03/2）

2003年度
（03/3～04/2）

2004年度
（04/3～05/2）

2005年度
（05/3～06/2）

2006年度
（06/3～07/2）

2007年度
（07/3～08/2）

2008年度
（08/3～09/2）

2009年度
（09/3～10/2）

経営成績
　売上高 264,849 307,482 310,624 297,614 281,478 257,625 262,408 266,645 286,788 282,509 261,076
　　ショッピングセンター事業 ̶ 248,891 250,318 246,810 244,348 238,410 244,884 248,725 266,263 264,595 246,010
　　専門店事業 ̶ 62,112 58,539 51,770 37,703 15,320 15,946 16,718 17,097 17,079 16,971
　　総合空間事業 ̶ 33,344 34,307 26,949 23,577 25,729 21,985 22,754 26,365 22,437 17,758
　　その他の事業 ̶ 3,633 3,555 3,484 3,025 2,510 2,586 2,449 2,330 2,218 954
　売上原価 234,799 257,920 261,037 251,597 238,560 221,114 224,863 228,464 245,200 240,128 221,663
　営業収入 1,542 1,482 1,384 1,605 1,532 1,649 1,923 2,008 2,493 2,600 2,611
　販売費及び一般管理費 25,247 43,456 42,659 39,273 35,553 29,722 30,380 30,429 33,992 35,614 33,417
　営業利益 6,360 7,587 8,325 8,348 8,894 8,441 9,085 9,756 10,090 9,362 8,601
　経常利益 4,897 6,205 7,082 7,328 7,792 8,079 8,879 9,594 9,973 9,171 8,554
　当期純利益 484 683 2,454 2,373 2,791 1,742 4,006 4,503 5,167 3,730 4,108

財政状態
　総資産 239,439 248,268 230,561 222,541 203,688 187,993 182,381 182,553 189,989 191,681 187,093
　自己資本※1 49,469 44,536 52,916 55,209 54,575 61,760 66,975 70,581 73,912 75,592 78,632
　純資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 70,777 73,981 75,617 78,657
　自己資本比率（%） 20.7 17.9 23.0 24.8 26.8 32.9 36.7 38.7 38.9 39.4 42.0
　有利子負債 97,594 100,480 79,829 80,150 67,341 48,732 38,883 34,863 33,065 40,777 38,487
　D/Eレシオ（倍） 1.97 2.26 1.51 1.45 1.23 0.79 0.58 0.49 0.45 0.54 0.49

普通株式1株あたり情報
　当期純利益（円） 8.63 12.18 34.38 30.94 36.97 21.87 49.26 54.83 62.73 45.29 49.87
　自己資本（円）※1 882.52 794.52 702.97 717.59 767.07 763.90 817.60 ̶ ̶ ̶ ̶
　純資産（円） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 856.74 897.19 917.61 954.52
　年間配当金（円） 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00 10.00 11.00 13.00 15.00 16.00 16.00

主な指標
　自己資本当期純利益率（ROE）（%）※1 1.0 1.5 5.0 4.4 5.1 3.0 6.2 6.5 7.2 5.0 5.3
　総資産経常利益率（ROA）（%） ̶ 2.5 3.0 3.2 3.7 4.1 4.8 5.3 5.4 4.8 4.5
　設備投資額 ̶ 5,008 7,085 5,100 4,213 7,369 8,688 7,474 10,163 14,306 7,796
　減価償却費 3,868 4,546 4,333 4,267 4,102 4,140 3,944 3,883 4,585 5,591 5,588
　EBITDA※2 ̶ 12,133 12,658 12,615 12,996 12,581 13,029 13,639 14,676 14,953 14,189
　フリー・キャッシュ・フロー ̶ 4,012 10,638 3,625 10,269 8,670 10,533 6,649 6,093 △11,434 1,516

※1  2006年度より、純資産の部の表示に関する会計基準が適用されたため、表記を変更しました。 
比較を可能にするため、2006年度以降については、「純資産–少数株主持分」を掲載し、2005年度以前については、当該期の「資本合計」を掲載しています。

※2  EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費

  売上高
 売上高営業利益率

売上高／売上高営業利益率
（百万円）  （%）
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（百万円）

1999年度
（99/3～00/2）

2000年度
（00/3～01/2）

2001年度
（01/3～02/2）

2002年度
（02/3～03/2）

2003年度
（03/3～04/2）

2004年度
（04/3～05/2）

2005年度
（05/3～06/2）

2006年度
（06/3～07/2）

2007年度
（07/3～08/2）

2008年度
（08/3～09/2）

2009年度
（09/3～10/2）

経営成績
　売上高 264,849 307,482 310,624 297,614 281,478 257,625 262,408 266,645 286,788 282,509 261,076
　　ショッピングセンター事業 ̶ 248,891 250,318 246,810 244,348 238,410 244,884 248,725 266,263 264,595 246,010
　　専門店事業 ̶ 62,112 58,539 51,770 37,703 15,320 15,946 16,718 17,097 17,079 16,971
　　総合空間事業 ̶ 33,344 34,307 26,949 23,577 25,729 21,985 22,754 26,365 22,437 17,758
　　その他の事業 ̶ 3,633 3,555 3,484 3,025 2,510 2,586 2,449 2,330 2,218 954
　売上原価 234,799 257,920 261,037 251,597 238,560 221,114 224,863 228,464 245,200 240,128 221,663
　営業収入 1,542 1,482 1,384 1,605 1,532 1,649 1,923 2,008 2,493 2,600 2,611
　販売費及び一般管理費 25,247 43,456 42,659 39,273 35,553 29,722 30,380 30,429 33,992 35,614 33,417
　営業利益 6,360 7,587 8,325 8,348 8,894 8,441 9,085 9,756 10,090 9,362 8,601
　経常利益 4,897 6,205 7,082 7,328 7,792 8,079 8,879 9,594 9,973 9,171 8,554
　当期純利益 484 683 2,454 2,373 2,791 1,742 4,006 4,503 5,167 3,730 4,108

財政状態
　総資産 239,439 248,268 230,561 222,541 203,688 187,993 182,381 182,553 189,989 191,681 187,093
　自己資本※1 49,469 44,536 52,916 55,209 54,575 61,760 66,975 70,581 73,912 75,592 78,632
　純資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 70,777 73,981 75,617 78,657
　自己資本比率（%） 20.7 17.9 23.0 24.8 26.8 32.9 36.7 38.7 38.9 39.4 42.0
　有利子負債 97,594 100,480 79,829 80,150 67,341 48,732 38,883 34,863 33,065 40,777 38,487
　D/Eレシオ（倍） 1.97 2.26 1.51 1.45 1.23 0.79 0.58 0.49 0.45 0.54 0.49

普通株式1株あたり情報
　当期純利益（円） 8.63 12.18 34.38 30.94 36.97 21.87 49.26 54.83 62.73 45.29 49.87
　自己資本（円）※1 882.52 794.52 702.97 717.59 767.07 763.90 817.60 ̶ ̶ ̶ ̶
　純資産（円） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 856.74 897.19 917.61 954.52
　年間配当金（円） 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00 10.00 11.00 13.00 15.00 16.00 16.00

主な指標
　自己資本当期純利益率（ROE）（%）※1 1.0 1.5 5.0 4.4 5.1 3.0 6.2 6.5 7.2 5.0 5.3
　総資産経常利益率（ROA）（%） ̶ 2.5 3.0 3.2 3.7 4.1 4.8 5.3 5.4 4.8 4.5
　設備投資額 ̶ 5,008 7,085 5,100 4,213 7,369 8,688 7,474 10,163 14,306 7,796
　減価償却費 3,868 4,546 4,333 4,267 4,102 4,140 3,944 3,883 4,585 5,591 5,588
　EBITDA※2 ̶ 12,133 12,658 12,615 12,996 12,581 13,029 13,639 14,676 14,953 14,189
　フリー・キャッシュ・フロー ̶ 4,012 10,638 3,625 10,269 8,670 10,533 6,649 6,093 △11,434 1,516

※1  2006年度より、純資産の部の表示に関する会計基準が適用されたため、表記を変更しました。 
比較を可能にするため、2006年度以降については、「純資産–少数株主持分」を掲載し、2005年度以前については、当該期の「資本合計」を掲載しています。

※2  EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費

  営業利益
  当期純利益

営業利益／当期純利益
（百万円）

12,500

10,000

7,500

5,000

2,500

0

7,587

6,360

8,325 8,348
8,894 8,441

9,085
9,756 10,090

9,362
8,601

683484

2,454 2,373 2,791
1,742

4,006
4,503

5,167

3,730 4,108

20001999 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009（年度）



04 株式会社パルコ  2010 財務・経営報告

コーポレート・ガバナンス
Corporate Governance

基本的な考え方
　パルコは、企業価値向上のためには、株主の権利・
利益の保護、株主以外のステークホルダーとの円滑な
関係の構築、経営の透明性の確保および有効な経営監視
体制の構築が不可欠であるとの認識から、コーポレート・
ガバナンスの強化に取り組んでいます。また、経営における
監督機能と執行機能の分離を明確化し、透明性の高い
コーポレート・ガバナンス体制を構築するとともに、迅速な
意思決定・執行を確立するため、委員会設置会社形態を
採用しています。

内部統制
 基本的な考え方
　パルコは、業務の有効性および効率性、財務報告の
信頼性、事業活動にかかわる法令などの遵守ならびに
資産の保全などにおいて、パルコおよびパルコグループ
の業務の適正を確保する体制を定め、もって企業価値の
向上に努めています。

 コンプライアンス体制
　コンプライアンス体制整備の一環として、全社員が遵守
し実践すべき「コンプライアンス基本理念」、「行動規範」
を制定しているほか、「経営理念」や「10の行動指針」など
を盛り込んだ「パルコ社員ハンドブック」を配付するなど、
社内啓蒙活動を進めています。また、コンプライアンス
の達成や危機管理の観点から、通報者が通報したことに
よる不利益を被ることのない社内通報制度を設けています。

 リスクマネジメント体制
　パルコでは、諸リスクの横断的監視ならびに全社的
対応と総指揮を行う組織として、専務執行役を委員長と
したリスクマネジメント委員会を設置しています。また、
リスクマネジメントを含むCSR活動を統括し効率的に推進
するため、常務執行役を委員長としたCSR委員会を設置し、
リスクマネジメント委員会と必要に応じて連携を図り、迅速
かつ効率的な活動を行っています。

は選任、報告、指示、監査、決定など

株主総会

連携

内部監査

取締役会 
（10名、うち社外取締役5名）

監査委員会 
（5名すべて社外取締役）

報酬委員会 
（5名、うち社外取締役4名）

代表執行役社長

経営会議

各執行役

各部門

グループ監査室

指名委員会 
（5名、うち社外取締役4名）

CSR委員会

CS委員会

リスクマネジメント委員会

経営の監督と執行の仕組み 経営の監督

経営の執行

CSRへの取り組み
を統括 経営監督
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経営の監督機能

経営の執行機能

取締役会
経営の基本方針に関する意思決定、取締役および執行役の職務執行の監督

取締役会の決定した基本方針に基づく具体的な業務執行

指名委員会
 取締役の選解任に関する株主総会に提出する議案内容の決定、取締役会に対する代表執行役・執行役候補者の推薦、
解任提案

指名委員会議長　有冨　慶二
　企業が世の中からの支持を受けて成長をし続けるためには、高度なコーポレート・ガバナンス体制が備わっている
必要があると思います。
　高度なガバナンス体制とは、世のため人のためになるコンプライアンス力と市場から支持される事業創造力とを
併せ持った組織が創り出すものです。
　指名委員会では、高い志とイノベーティブな意欲を持ち、全社への強い影響力を発揮できる人材が取締役や執行役
として選ばれるように、精一杯努力する所存です。

監査委員会
 取締役・執行役の職務執行の監査、会計監査人の選解任・不再任に関する株主総会に提出する議案内容の決定

監査委員会議長　新里　智弘
　経営の質的向上に対する社会の期待は益々高まっています。このような現状において、不祥事の発生は、何よりも
恐れなければならないものです。社会の目が厳しくなり、たった1人の不正、たったひとつのミスにより大きくブランド
価値を毀損することがあります。ここにコーポレート・ガバナンスの重要性があり、監査委員会の果たす役割があり
ます。
　監査委員5名は、全員が社外取締役で構成されており、監査委員会を定期的に開催し、グループ監査室、会計
監査人およびグループ各社監査役からの報告を受け、関係する執行役に報告を求め、重要会議に出席することなどを
通じて、内部統制システムの状況を監視・検証し、経営の効率性・適法性の観点から執行役の職務執行を監査して
おります。

報酬委員会
 取締役・執行役の個人別報酬内容の決定

報酬委員会議長　花堂　靖仁
　コーポレート・ガバナンスには形式面と実質面があります。形式面では、5名構成の「報酬委員会」のうち4名を社
外取締役とすることで、役員報酬が執行役間の力関係ではなく、遂行する業務に相応しく、かつ役員間の公平性を
保ち客観的に決定できる仕組みを作っています。実質面では、時代が求める消費者向けサービスを提供し続けると
いう独自な事業形態を持つパルコにおいて、役員がその持続的成長を主導することを長期的に促すような報酬制度
を創ることを目指しています。この両面が相乗して、初めてパルコの企業価値が向上することになります。

さらに詳しい情報は、Webサイトの
コーポレートガバナンスページをご覧ください

    www.parco.co.jp/group/corporate/　  企業情報　  コーポレートガバナンス
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経営戦略と経営成績の報告
Management’s Discussion and Analysis

現状認識
　当年度（2009年度）におけるわが国経済は2008年秋
の金融危機以降世界的に景気低迷が長期化する中、政府
の経済対策効果により耐久消費財の一部に需要回復が
みられましたが、厳しい雇用・所得環境や、デフレ基調の
継続を背景として本格的な景気回復には至っておりません。
　個人消費についても、依然として厳しい経済環境のもと、
消費者の生活防衛意識は強く、節約志向・低価格志向が
継続しています。しかし一方で、価格と品質のバランスの
見極めや社会的価値を求める消費行動への変化など、
消費の多様化が進行しています。

2009年度の業績分析
 全体概況
　前述のような市場環境のもと、当社グループは当年度を
「既存事業の強化」と「将来の成長戦略構築に向けた基盤
強化」の年と位置づけ、企業価値の向上に向けた取り組み
をグループ全体で行うとともに、厳しい経営環境に対応
するため効果的な営業企画の実施および経費の削減に
努めました。
　その結果当社グループの当年度における業績は、売上高
2,610億76百万円、前年度比△7.6%、214億32百万円
の減少となりました。売上総利益は394億12百万円と、
前年度比△7.0%、29億68百万円の減少となりました。
売上総利益率は15.1%と、前年度より0.1ポイント上昇
しました。
　一方、販売費及び一般管理費についても、宣伝費、
業務委託費などを抑えたことにより334億17百万円と、
前年度比△6.2%、21億96百万円減少し、売上高販管費
率は12.8%と、前年度より0.2ポイントの増加となりました。
その結果、営業利益は前年度を若干下回り、86億1百万円

と、前年度比△8.1%、7億60百万円の減少となりました。
売上高営業利益率は3.3%と前年度と同水準となりました。
　営業外収益は6億49百万円、営業外費用は6億95百万
円となり、経常利益は85億54百万円、前年度比△6.7%、
6億16百万円の減少となりました。
　当年度は特別損失として2011年2月末に予定している
「大分PARCO」の閉店に伴う店舗閉鎖損失や減損損失
などを15億43百万円計上しているものの、前年度に投資
有価証券評価損を計上している反動などにより、当期
純利益は41億8百万円と、前年度比10.1%、3億77百万円
の増加となりました。1株あたり当期純利益は49.87円、
自己資本当期純利益率（ROE）は5.3%となりました。
　株主還元については、安定配当を行うことを基本とし、
2009年度の配当金は1株につき年間16円と、2008年度
から据え置きとなりました。

売上高
（百万円）

300,000

240,000

180,000

120,000

60,000

0

286,788 282,509
261,076

2007 2008 2009（年度）

“グループ一体となって戦略を推進し、
新たな成長を実現します” 

代表執行役社長
平野　秀一
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 セグメント別の状況
ショッピングセンター事業
　当社グループの基幹事業であるショッピングセンター
事業では、当年度、「既存店舗の運営力強化」と「新規出店
および海外展開業務の推進」、「エンタテインメントにおける

営業利益／経常利益
（百万円）

1株あたり当期純利益
（円）

当期純利益
（百万円）

ROE／ROA

（%）

売上総利益／売上総利益率
（百万円） （%）

1株あたり年間配当金
（円）

  営業利益
  経常利益

 ROE
 ROA

※ROE（Return on Equity：自己資本当期純利益率）＝当期純利益÷自己資本（期首期末の平均値）×100
　自己資本を元手として1年間でどれだけの利益をあげたかを見る企業の経営効率を測定する指標
※ROA（Return on Asset：総資産経常利益率）＝経常利益÷総資産（期首期末の平均値）×100
　企業に投下された総資産が、利益獲得のためにどれほど効率的に利用されているかを見る総合的な収益性指標

  売上総利益
 売上総利益率

新規ビジネスへの取り組み」について推進してきました。
それぞれの施策について一定の効果はみられましたが、
厳しい環境のもとで売上高は2,460億10百万円（前年度比
93.0%）、営業利益は80億5百万円（前年度比90.7%）
となりました。
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セグメント別売上高／営業利益　（2009年度） （百万円）

ショッピングセンター 
事業

専門店 
事業

総合空間 
事業

その他の 
事業 計 消去又は全社 連結

売上高及び営業利益
　売上高
　（1）外部顧客に対する売上高 245,960 7,269 9,840 618 263,688 – 263,688

　（2）セグメント間の内部売上高又は振替高 50 9,702 7,918 335 18,007 （18,007） –

計 246,010 16,971 17,758 954 281,695 （18,007） 263,688

営業費用 238,005 16,668 17,549 928 273,151 （18,065） 255,086

営業利益 8,005 303 209 26 8,543 57 8,601

※各セグメント別売上高は営業収入を含みます。
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＜既存店舗の運営力強化＞
　既存店舗を取り巻く環境は急速に変化しています。この
ような変化に、より的確に、かつ迅速に対応していくために、
店舗を3つの「機能別グループ（都心店舗、関東店舗、
地方店舗）」に再編しました。情報収集・政策立案・戦略
実行などをグループごとに行うこの運営体制のもとで、
集客力の強化や差別化の推進、購買意欲の喚起をテーマ
に改装や営業企画を実施しました。これらの取り組みの
結果、特にマーケットの特性・需要に即した営業企画・改装
を実施した関東店舗グループが健闘し、既存店舗の売上高
は2,280億86百万円と、前年度比91.6%となりました。
　アイテム別では衣料品や身の回り品といったファッション・
飲食・旅行商品・書籍やCDなどは継続苦戦し、逆に自然派
化粧品や食品、エコポイント効果のあった家電などの、
実用的な生活関連商品が順調に推移しました。
　当年度は、当社の1号店である「池袋PARCO」の40周年
にあたり、また「松本PARCO」、「名古屋PARCO」、「調布
PARCO」、「広島PARCO」など周年を迎える店舗が多かった
ことから、秋からクリスマス商戦にかけて全店規模で周年
謝恩企画「PARCO40周年キャンペーン」を展開し、顧客

戦略ツールである＜PARCOカード＞企画との同時開催や
エンタテインメントなどとの連動による複合的な展開で
動員と売上を確保しました。また、当年度の改装規模は約
36,000m2、改装区画の売上高は前年ゾーン対比110.9%
となりました。都心型店舗では新規テーマ導入による
バラエティの拡幅と情報発信を、郊外型店舗では客数・
客層幅の拡大をポイントに実施し、店舗の活性化を図り
ました。これらの営業企画や改装施策が奏功し、第4四半期
についてはレジ客数が前年同期比を上回る結果となりま
した。
　店舗別にみていきますと、都心店舗グループでは「名古屋 
PARCO」、「池袋PARCO」、「静岡PARCO」において
ファッションを主軸に、雑貨、化粧品などを編集し、新しい
テーマでのライフスタイル提案を行う改装を行いました。
中でも「静岡PARCO」は、客層の幅を広げ買い回りを促進
するべく、2009年春に地下1階に高感度な食品の新業態
を導入したことが奏功し、年間客数前年度比2桁増を実現
しました。
　関東店舗グループでは、実用的なファッションや生活関連
アイテムを強化し、客層拡大と来店頻度向上を促進させる
改装を行いました。具体的には各店舗特性により大型
ファミリーカジュアル衣料品・雑貨や家電の大型ショップ
の導入、また、キッズゾーンの強化といった、地元のお客さま
のニーズに対応しました。中でも「ひばりが丘PARCO」は、
食品を含む既存ゾーンとの買い回り効果もあり、前年度
売上高を達成しました。
　地方店舗グループは、車での来店客が多く高速道路
料金割引などの影響を受け、前年度実績を下回りました。
　なお、「ひばりが丘PARCO」のサテライト店舗であった
「NosVos by PARCO（大泉学園）」は2010年2月末で
営業を終了しました。また、「大分PARCO」は契約満了に
伴い2011年2月末に営業を終了します。
＜新規出店および海外展開業務の推進＞
　将来の成長戦略構築に向けた基盤強化の一環として、
当年度は新規店舗の「福岡PARCO」（2010年3月19日
オープン）、シンガポールの「PARCO Marina Bay（パルコ・
マリーナ・ベイ）」（2010年3月31日オープン）の開店
準備を進めてきました。
＜エンタテインメントにおける新規ビジネスへの取り組み＞
　エンタテインメント事業については、一部の人気公演・
ヒット作はあるものの、厳しい景況を反映し既存の事業は
伸び悩みましたが、劇場部門では外部劇場から受託した
業務に関して制作準備に入り、映像部門では映画製作
委員会の幹事会社への取り組みに着手するなど、将来へ
向けての新規ビジネスの取り組みを積極的に進めています。
その他、エンタテインメント分野での新たな才能の発掘と
取り組みについても継続的に行っています。

（百万円） （%）
2008年度 2009年度 前年度比

都心店舗グループ

札幌 12,941 12,058 93.2
池袋 33,970 31,349 92.3
渋谷*1 18,236 15,187 83.3
吉祥寺 10,359 9,214 89.0
静岡 10,296 10,534 102.3
名古屋 40,436 36,545 90.4
広島 18,990 17,859 94.0

都心店舗グループ計 132,749 91.4

関東店舗グループ

宇都宮 7,521 6,397 85.0
浦和 13,112 12,549 95.7
新所沢 8,875 8,197 92.4
千葉 8,830 7,459 84.5
津田沼 10,312 9,574 92.8
ひばりが丘 9,037 9,128 101.0
調布 17,319 17,031 98.3

関東店舗グループ計 70,338 93.8

地方店舗グループ

松本 8,757 7,884 90.0
大津 7,870 6,044 76.8
心斎橋 2,056 1,863 90.6
大分 4,394 3,998 91.0
熊本 5,606 5,208 92.9

地方店舗グループ計 24,998 87.1

既存店計*2 228,086 91.6
仙台 6,265 9,704 154.9

合計 255,194 237,791 93.2

*1 渋谷クアトロビルの物販営業は2008年5月に終了しています。
  この要素を修正した渋谷店の前年度比は84.7%、都心店舗グループ計は

91.6%、既存店計は91.7%です。
*2 仙台（2008年8月開店）の売上高を除いたものです。

店舗別売上高
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ショッピングセンター事業の収益構造

営業データ （単体）

アイテム別売上高前年度比（単体） アイテム別売上高構成比（単体）

＜PARCOカード＞取扱高の推移
（百万円） （%）

 取扱高
 PARCOの売上高に占める取扱高シェア

前年度比は、「店舗総合売上高」によるものです。
「店舗総合売上高」とは、店舗の総合的な販売力を表示するため、テナント売上高に、「PARCO劇場」などの
売上高・固定賃料テナントの売上高を加えたものです。
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2007年度 2008年度 2009年度

店舗数 19 20 20
営業面積 （m2） 425,600 447,500 444,500
契約法人数 822 832 808
新規取り組み法人数 140 94 63
テナント総数 2,965 3,087 2,872
改装規模（区画） 465 390 362
改装規模 （面積・m2） 49,000 34,000 36,000
改装効果 （前年ゾーン対比・%） 117.1 117.8 110.9
改装内新規出店数 221 179 165

（%）

2007年度 2008年度 2009年度

● 衣料品計 106.6 97.1 91.6

● 身回品計 105.0 101.0 93.6

● 雑貨 106.4 98.6 94.6

● 食品 123.7 118.9 100.5

● 飲食 113.7 107.3 94.1

● その他 106.8 110.0 91.6

　出店契約に基づいて、パルコは宣伝などの営業・販促活動を、
テナントは販売活動を担当します。顧客の購入代金はテナントから
売上高としてパルコに収納され、一定期間経過後歩合高などを控除し、
テナントに支払われます。この仕組みは、在庫の保有リスク、売掛金
の貸倒れリスクを持たないという利点があります。
　歩合高は基準売上高を設定し、さらに一定額以上の売上部分に
ついては歩率が軽減される逓減制を適用しています。

　基準売上高の設定は売上不振時のリスクヘッジとなります。また、
逓減制は営業努力によりテナントの売上高が拡大すると、テナントの
歩率は低下しますが、パルコの収受する歩合高の絶対額は増加し、
お互いがメリットを享受できることになります。

歩合高控除後収納金支払
（専門店仕入高）

専門店売上高の収納

PARCO

専門店仕入高の収納

テナント

お客さま

宣伝・販促活動

購入代金

販売活動

衣料品計 45.6%

身回品計 15.0%

その他 9.9%

雑貨 17.2%

食品 6.4%

飲食 5.9%
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専門店事業
　株式会社ヌーヴ・エイは、ビルド&スクラップ戦略を
推進し、12店舗の新規出店、7店舗の退店により、2010年
2月末時点で136店舗の体制となっています。主として同社
が担う専門店事業の売上高は169億71百万円（前年度比
99.4%）とほぼ前年度実績を達成しました。オリジナル商品
比率の向上や販売管理費の抑制に努め、営業利益は3億
3百万円（前年度比109.8%）と前年度に比べ増加となり
ました。9月からTiCTACオンラインストアを新しい販路と
して展開し、また環境や社会貢献も視野に入れた販売
促進策として「もったいないウォッチエクスチェンジ ！」や
「ピンクリボン活動」にも取り組み、消費の多様化に対応
しています。
　なお、当社の100%子会社である株式会社パーム
ガーデンは、「調布PARCO」、「NosVos by PARCO」で
展開していた直営店舗事業から2010年2月末をもって撤退
しました。

総合空間事業
　株式会社パルコスペースシステムズは、流通小売業の
設備投資抑制や工事受注減少に伴い売上高は177億58
百万円（前年度比79.2%）となりました。経費の合理化に
より収益の改善を図りましたが営業利益は2億9百万円
（前年度比54.5%）となりました。また、今後の業容拡大
に向けて、他社との協業により開発した、環境負荷低減に
配慮したオリジナル照明器具「P’es Lighting（ピース
ライティング）」の販売を開始しました。

その他の事業
　その他の事業の売上高は9億54百万円（前年度比
43.0%）、営業利益は26百万円（前年度は営業損失1億25
百万円）となりました。株式会社パルコ・シティは、PARCO
カード業務を含む一部の業務を当社へ移管し、成長性の高い
Web事業とEC事業の二つの事業に集中しました。Web

事業では外部商業施設のWebサイト制作と運営受託が好
調に推移し、EC事業ではオンラインショッピングモール
「PARCO-CITY」でPARCOの店舗との企画連携を強化し
たこと、話題の映画の公式通販サイトを受託しオリジナル
商品を販売したことなどが奏功しました。
　なお、当社グループで行っていたホテル事業は、HMI
ホテルグループに当社の100%子会社であった株式会社
ホテルニュークレストンの全株式売却を含む事業譲渡を行い、
2009年6月1日に直営事業から撤退しました。

財政状態
 資産
　総資産額は、前年度末から45億87百万円減少し、1,870億
93百万円となりました。
　流動資産は、前年度末から22億26百万円減少し261億
46百万円となりました。これは、主に現金及び預金が
20億56百万円減少したことによるものです。
　固定資産は、前年度末から23億61百万円減少し1,609億
47百万円となりました。これは主として敷金及び保証金
が18億92百万円減少したことにより投資その他の資産
が27億72百万円減少したことによるものです。
　なお、総資産回転率は1.38回、総資産経常利益率
（ROA）は4.5%となりました。

 負債
　負債合計は、前年度末から76億28百万円減少し、1,084億
35百万円となりました。
　流動負債は、前年度末から16億41百万円増加し、403億
89百万円となりました。これは支払手形及び営業未払金
が減少したものの、短期借入金、未払金などが増加した
ことによるものです。

総資産／総資産回転率
（百万円） （回）

  総資産
 総資産回転率
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※総資産回転率＝売上高÷総資産（期首期末の平均値）
　事業年度において、企業が総資産をどの程度効率的に活用しているかを見る指標

業種別店舗数推移（株式会社ヌーヴ・エイ）

2007年度末 2008年度末 2009年度末

TiCTAC
（時計専門店） 42 50 57

POKER FACE
（眼鏡専門店） 27 27 26

COLLECTORS
（メンズ雑貨専門店） 22 25 26

ROSEMARY
（化粧品・化粧雑貨店） 21 21 20

annabeille
（レディス雑貨店） 10 8 7

計 122 131 136

PARCO外出店比率 52% 52% 56%
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 キャッシュ・フロー
　営業活動によるキャッシュ・フローは、89億21百万円
の収入（前年度は27億13百万円の収入）となりました。
インタレスト・カバレッジ・レシオは13.4倍となりました。
　投資活動によるキャッシュ・フローは74億5百万円の支出
（前年度は141億48百万円の支出）となりました。これは
主に2010年3月開業の「福岡PARCO」の新規出店による
有形固定資産の取得による支出などによるものです。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、36億17百万円
の支出（前年度は62億70百万円の収入）となりました。
これは主に長期借入金の返済や配当金の支払いによる
ものです。

自己資本／自己資本比率
（百万円） （%）

  自己資本
 自己資本比率
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73,912 75,592 78,632

38.9 39.4 42.0

2007 2008 2009（年度）

　固定負債は、前年度末から92億70百万円減少し、680億
46百万円となりました。これは、受入保証金が33億26
百万円、長期借入金が32億22百万円、店舗閉鎖損失
引当金が15億54百万円、社債が10億円、それぞれ減少
したことなどによるものです。
　有利子負債は、前年度末から22億90百万円減少し、
384億87百万円となり、D/Eレシオは0.49倍に改善しま
した。2008年度には「仙台PARCO」および「福岡PARCO」
の開店に伴う資金調達を実施しました。従来からの、設備
投資などは基本的に営業キャッシュ・フローの中でまかなう
という資金調達方針に変更はなく、社債の償還などは順調
に進んでいます。

 純資産
　純資産は、前年度末から30億40百万円増加し、786億
57百万円となりました。これは主に利益剰余金の増加に
よるものです。この結果、自己資本比率は42.0%、1株
あたり純資産は954.52円となりました。

有利子負債／D/Eレシオ
（百万円） （倍）

  有利子負債
 D/Eレシオ

50,000
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0
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0.8
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33,065

40,777
38,487

0.45
0.54

0.49

2007 2008 2009（年度）

※D/Eレシオ＝有利子負債残高÷自己資本
　自己資本に対する有利子負債の割合を指し、財務の安定性を示す指標

※自己資本＝純資産̶少数株主持分
※自己資本比率＝自己資本÷総資産×100　総資産に対する自己資本の割合を指し、経営の健全性を示す指標

営業活動によるキャッシュ・フロー／インタレスト・カバレッジ・レシオ
（百万円） （倍）

  営業活動によるキャッシュ・フロー
 インタレスト・カバレッジ・レシオ
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※インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー÷利払い
　事業により得た利益が、融資における支払利息など、金融費用の何倍であるかを測定。
　金利の支払い能力を示す指標

※ 営業キャッシュ・フローおよびインタレスト・カバレッジ・レシオは、2008年度
は一過性の要因により2007年度より大幅に減少しています。2008年度
のインタレスト・カバレッジ・レシオは、一過性の要因を修正すると14.1倍に
なります。
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 設備投資
　設備投資額は、前年度から65億10百万円減少し、総額
77億96百万円（有形固定資産のほか、無形固定資産、
長期前払費用、敷金及び保証金を含む）となりました。
　なお、減価償却費は、前年度から3百万円減少し、55億
88百万円となりました。
　設備投資については、2010年3月に「浦和PARCO」の
信託受益権を261億円で取得したほか、企業価値増大に
向けたコアビジネスの収益力強化のために集中させていく
計画で、具体的には既存施設の増強、新規事業開発など
を実施して営業力強化を図り、2010年度の投資予定額は
約341億円と、当年度から約263億円増加する見込みです。

 2005年度から2009年度の
「中期経営5ヵ年計画」の振り返り
　「中期経営5ヵ年計画」（2005年度～2009年度）は、
当年度で最終年度を迎えました。2005年度から2007年度
までは、売上が好調に推移するとともに、ビルド&スクラップ
を着実に進め、売上高、利益ともに計画を上回りましたが、
2008年度以降は景気の急速な減速に伴う厳しい経営
環境のもと売上が伸び悩み、最終年度となる当年度は
目標数値達成には至りませんでした。しかし推進テーマと
して掲げた取り組み内容については確実に実施し、将来
の成長戦略構築へ向け、基盤整備を推進してきました。
商業施設運営力と開発力の強化
　戦略的グルーピング政策による店舗運営を推進し、また、
政令指定都市である静岡・浦和・仙台、および2010年3月
には福岡への出店を実現しました。
新規ビジネスの育成と挑戦
　プロパティマネジメント事業における港北ノースポート・
モールなどへの取り組みや、シンガポールにおける海外
ビジネスの新たな取り組みを実施しました。

周辺ビジネスの深耕拡大
　エンタテインメント事業の外部プロデュース、コンテンツ
活用ビジネスの拡大や、Eコマース事業への進出などを
実施しました。

今後の推進テーマ
　今後の経済情勢については、企業収益は改善に向かう
との見方はあるものの、デフレは継続し、雇用・所得環境
も依然として厳しい状態が続くとみられており、個人消費
は引き続き低調なまま推移することが予想されます。また
小売業を取り巻く経営環境は、生活者の価格と価値観の
バランス変化、Webを利用した購買決定プロセスの変化、
グローバル企業の日本上陸など、多くの変化が同時的・
加速度的に進行しています。
　このような状況の中、当社グループは、今後の事業継続
および発展を可能とする構造変革を推進し、都市生活者へ
多面的な価値を提供していきます。重点的に進めていく
テーマとしては次に述べる3点です。
　一つ目は、既存店舗の革新を継続することです。
　現在、全国に21店舗（2010年5月末現在）ある「PARCO」
は、店名こそ同じですがそれぞれ違うコンセプトで運営
しており、ひとつとして同じ店舗はありません。店舗ごとの
個性を出しながらも、それぞれのマーケットで起こる消費者
の変化に効率的、かつスピーディーに対応し、常にお客さま
のニーズにフィットした「PARCO」であるよう、革新を
続けます。
　二つ目は、さまざまな手法やノウハウを活用し、国内外
への新規出店を行うことです。
　これまでも当社は、既存施設の業態転換や再開発案件
への新規出店など、さまざまな手法によって事業展開をして
きました。これらのノウハウを全社横断的に活用していく
ことで、新たな業態の開発につなげ、多様な商業施設の
あり方をマーケットに提案し、国内の大都市への出店と
海外への出店を推進していきます。
　三つ目は、機能強化によるグループ全体の拡大です。
　エンタテインメント事業や、店舗と連動させたオンライン
ショッピングモール・総合空間事業・専門店事業を含めた、
パルコブランドを高める事業の拡大を目指します。
　これらのビジネスを、大きな投資を伴う主力事業を補完
する事業として育成し、グループの存在感を最大化して
いきます。

設備投資額／減価償却費
（百万円）

  設備投資額
  減価償却費
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2010年度の取り組みと見通し
 事業戦略
ショッピングセンター事業
＜既存店舗の運営力強化＞
　既存店舗につきましては、2010年度を業績改善へ向け
ての基盤固めの年と位置づけ、引き続き店舗グループ制
に基づき各店舗特性に応じた戦略を構築し、活性化を進め
ていきます。このため、組織改編において本部に「ストア
プランニング部」を新設し、テナント開発、新業態開発、既存
テナント連動を含めたバックアップ体制を強化します。
　2010年度は約56,000m2の改装を予定しており、春の
主な改装計画は以下のとおりです。

都心店舗グループ
「広島PARCO」 レディスファッションの成長企業との早期

取り組みや、有力テナントのリプレイス
導入による衣料品の強化と、大型雑貨の
改装などで情報発信の強化と客層の拡大
を図ります。

「名古屋PARCO」 西館５階でのノンエイジ対応ファッション
導入、西館４階でのトレンドファッション
の導入により、客層のワイド化と情報発信
を強化します。

「静岡PARCO」 地元有力企業との協業や路面店からの
リプレイスなどでファッション、雑貨、
サービスを拡充し、客数・客層の拡大を
促進します。

関東店舗グループ
「千葉PARCO」 上層階へのパワーテナント誘致や地下

１階のサービス機能アイテム強化により、
集客と客層の拡大を図ります。

「新所沢PARCO」 大型ファミリーカジュアル衣料品を導入し、
客数・客層を拡大するとともに全館の
活性化を図ります。

「調布PARCO」 核テナント入れ替えを機に10年ぶりの
食品フロア大改装を実施し、環境刷新に
よる新規客獲得と全館の買い回り性向上
を図ります。

　また、2010年3月に「浦和PARCO」の信託受益権
（固定資産）を取得しました。自己所有することにより、大型
改装などのリニューアルを機動的・効果的に進めるとともに、
施設の所有・運営・管理を一元化することで、さらに質の
高い施設運営と経費の効率化を進めます。

＜新規出店および海外展開＞
　2010年3月19日に「福岡PARCO」を、また2010年3月
31日に「PARCO Marina Bay」（シンガポール）をオープン
しました。

「福岡PARCO」
所在地 福岡市中央区

延床面積 約24,000m2

開店日 2010年3月19日

年間売上高目標 110億円

投資総額 約100億円

※「福岡PARCO」の投資総額は差入敷金を含んでおります。

　福岡PARCOは、全国的にも屈指の商業集積エリアである
「福岡・天神」の中でも、地下鉄天神駅・西鉄福岡（天神）
駅、西鉄バスセンターに直結する一大交通拠点に位置して
います。「モノ」と「コト」、「サービス」が融合し、発見と安らぎ
を五感で感じる使い勝手のよい「天神のコンフォータブル
ストア」をコンセプトに、従来とは異なる「新生PARCOの
1号店」を目指します。
　店舗構成は、従来の都心型PARCOでは5割の衣料品
比率を3割程度に抑え、パルコのフィルターを通した
カルチャー・食・雑貨・ビューティーへと品揃えの幅を拡げ、
多様な来訪者の多様な目的に対応しました。また、新業態・
エリア初出店・オンリーワン・地元企業との取り組みを多数
展開しました。全154店舗のうち30店舗が「福岡PARCO」
のコンセプトに合わせて専門店とともに開発した全国初
業態、104店舗が福岡市内初出店、117店舗が福岡市内
オンリーワンとなります。地元企業との取り組みは26店舗
にのぼります。さらに、パルコ初の直営編集ショップ「once 
A month™（ワンス ア マンス）」では、月に一回一つの
季節テーマに沿った雑貨・ファッションを九州、日本、世界
各地からセレクトし紹介していきます。
　また、館内のコンシェルジェ（案内係）機能として最新
のインフォメーションパネルシステム「パルコタッチ
ヴィジョン」を設置するなど、サービス機能も強化して
います。マーケット特性を加味し、英語・中国語・韓国語に
も対応させ、また、店名や店舗・イベント情報の検索機能
のほか、携帯端末をタッチすることで来店ポイントが貯まる
機能を備え、ポイントごとにさまざまなサービスを提供する
「モバイルタッチメンバー」などの販売促進企画にも活用
していきます。
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「PARCO Marina Bay」
所在地 Millenia Walk, Singapore

契約面積 約7,800m2

開店日 2010年3月31日

年間売上高目標 ̶

投資総額 約6億円

※「PARCO Marina Bay」はテナントとの契約が固定家賃契約等のため、売上高
から除いております。なお、テナントの取扱高目標は約28億円です。

　「PARCO Marina Bay」は、シンガポールの中でも
有数の開発推進エリアであるマリーナ地区に出店している
大型商業施設「Millenia Walk」の一部区画（地上1階～3階、
約7,800m2）を、PARCO（Singapore） Pte Ltdがマスター
リースしての出店となりました。当該エリアでは、大型
カジノ・新規オフィス街開発・地下鉄新線整備（2線）が
行われるなど、今後も就業者、観光客による潜在需要の
増加が見込まれています。
　メインターゲットを、20～30代を中心とした“消費成熟
世代”とし、「一歩先・少し上質」（モノ・場所・時間）を提供
することを目指して食・雑貨・カルチャー・ビューティーなど
幅広いアイテムをコンパクトに編集したテナント構成と
しました。地元のファッション協会（TaFf）および政府系
中小企業支援団体（SPRING Singapore）からの協力を
得て展開するシンガポール若手デザイナーのインキュベート
ゾーン「PARCO next NEXT」や、シンガポールブランドを
中心に編集したファッションゾーン、従来の百貨店には
ない自然派化粧品を導入した化粧品ゾーンやシンガポール
初進出となる日系レストランを中心としたレストランゾーン
など、既存の商業施設にはない取り組みを実現しています。

専門店事業
　株式会社ヌーヴ・エイにおいては、さらなる成長と収益
拡大に向けて、出店戦略と収益性の強化を継続実施して
いきます。2010年度末には148店舗体制を目標としてい
ます。営業強化策として、引き続きオリジナル商品の強化
を図り、競合差別化の推進と利益率の向上を目指すととも
に、2009年9月にスタートしたTiCTACオンラインストア
の展開により新たな販路拡大を推進します。

総合空間事業
　株式会社パルコスペースシステムズは、「商業施設の
ハード関連領域における最適空間創造企業への変革」を
経営テーマとして掲げ、環境（エコロジー&エコノミー）・
安全・品質を営業軸とする付加価値の高い提案、業務
スキル・ノウハウの向上を図り、時代に対応した新しい事業
（ビジネスモデル）へとシフトするため各部門間の連動に
よる複合的な受注に向けた営業活動を強化します。

その他の事業
　株式会社パルコ・シティは、新たな成長軌道への基盤
固めのための「システムの増強」「人材の向上」「外部
アライアンスの拡充」に集中して取り組む1年とし、小売に
おけるWebを活用した新たな接客手法の開発を目指します。
EC事業においては、既存のECモールに加えEC直営
リテイルとECコンサルティング業務の組み合わせで収益
力を向上させていきます。また、Web事業においては、
今までに培ったノウハウを商品化し、外部商業施設に積極的
に提案し新たなクライアント獲得を目指します。

 2010年度の見通し
　以上を踏まえた当社グループの2010年度の業績見通し
は、「福岡PARCO」の新規出店や既存事業の強化などに
より、売上高2,640億円（前年度比101.1%）、営業利益
87億円（前年度比101.1%）を見込みますが、投資による
金利負担の増加などもあり、経常利益は83億円（前年度比
97.0%）、当年度に計上した店舗閉鎖損失などの特別
損失の減少により、当期純利益は42億円（前年度比
102.2%）を見込んでいます。また、次年度の年間配当金
については、1株あたり16円（うち中間配当8円）を予定
しています。
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事業等のリスク
　有価証券報告書記載の事業の状況、経理の状況などに
関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす
可能性のある事項には、以下のようなものがあります。
パルコグループは、これらのリスクを認識したうえで、
事態の発生の回避および発生した場合の対応に努めます。
なお、文中における将来に関する事項は、2010年5月31日
現在においてグループが判断したものです。

（1）需要状況変動のリスク
　パルコグループは、商業施設の運営を行っている
ショッピングセンター事業をはじめ、専門店事業、総合空間
事業などを展開していますが、経済情勢の悪化や消費税
率引き上げなど税制改正に伴う消費マインドの低下・企業
収益の低迷などによる売上および受注減少、冷夏・暖冬と
いった気候条件による季節的商品の販売不振などにより、
グループの業績や財務状況に重大な影響を及ぼす可能性
があります。
（2）自然災害・事故によるリスク
　パルコグループは、国内主要都市および国外（アジア
各地域）にて商業施設を展開もしくは、運営受託などを
しているほか、国内各地の商業施設にテナント出店する
など国内外に事業拠点を有しています。これらの拠点は
地震・火災などの災害やテロ・騒じょう行為が発生した
場合、営業活動上支障が生じ、特に大規模地震が想定
される東海地区・関東地区においては当社グループが
店舗・拠点を有しているため、損害を受けることが想定
されます。対策としては耐震補強の実施、大規模地震防災
規程の整備・周知徹底や大規模地震を想定した店舗防災
訓練を実施するなど、有事の際に損害を最小限におさえる
ためのリスク対応体制の整備・強化を進めていますが、
状況によってはグループの業績や財務状況に重大な影響
を及ぼす可能性があります。
（3）法的規制を受けるリスク
　パルコグループは、事業活動を営むうえで、大規模小売店
舗立地法、中心市街地活性化法、都市計画法、建設業法、
建築基準法など、さまざまな法規制を受けています。今後、
新規出店や増床の際などに法規制の対象となり出店計画・
運営計画に影響を受けたり、事業活動に制限を受ける
可能性があり、その場合はグループの業績や財務状況に
重大な影響を及ぼす可能性があります。
（4）業界・市場動向によるリスク
　パルコグループは、綿密なマーケティングに基づき、
商業施設の開発と専門店の出店を行っています。しかし
ながら、当初予期し得なかった競合激化、マーケット状況の
変化が生じた場合、店舗の売上や新規出店計画が影響を

受ける可能性があります。そのような環境変化に迅速に
対応すべく、店舗運営体制の合理化、ビルド&スクラップ
などを行っていますが、状況によっては、グループの業績や
財務状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。
（5）企業再編によるリスク
　パルコグループは、株式会社パルコおよび国内外の
関係会社が有機的に連携しながら一体となって営業活動
を展開しています。今後、新たに合併、営業の譲渡・譲受、
関係会社の売却・整理などで企業集団の規模・事業領域
が変動することにより、グループの業績や財務状況に
重大な影響を及ぼす可能性があります。
（6）取引先・関係先に関するリスク
　パルコグループは、ショッピングセンター事業・専門店
事業において、土地・建物所有者などへ保証金・敷金を
差入れています。また、総合空間事業においては取引先
に対して売掛債権などを有しています。これらの取引先・
関係先については与信管理を十分に行っていますが、
土地・建物所有者などの財務状況の悪化により差入保証金・
敷金が回収困難になったり、取引先の信用状態悪化による
債権の貸し倒れなどにより、グループの業績や財務状況に
重大な影響を及ぼす可能性があります。
（7）商品・サービス提供に関するリスク
　パルコグループは、衣料品をはじめ雑貨・食料品を取り
扱うほか、内装・建築工事の施工、ビル管理運営サービス
の提供などを行っています。商品・サービスの品質管理、
衛生管理には細心の注意を払っていますが、万が一、
取扱商品・サービスの欠陥や不良などにより顧客に損害を
与える事態となった場合、社会的信用の失墜や顧客離れが
生じることにより、グループの業績や財務状況に重大な
影響を及ぼす可能性があります。
（8）保有固定資産に関するリスク
　パルコグループは、事業活動上、店舗用土地・建物を
はじめとする事業用固定資産を保有していますが、事業
収益やキャッシュ・フローの悪化、地価の下落に伴う減損
損失の発生などにより、グループの業績や財務状況に
重大な影響を及ぼす可能性があります。
（9）個人情報管理に関するリスク
　パルコグループは、営業活動上お客さまの個人情報を
保有しています。個人情報漏洩による企業経営・信用へ
の影響を十分に認識し、各種規程・マニュアルの整備、
社員への周知徹底、個人情報に関する認証の取得など、
個人情報の管理体制の整備を行っていますが、万が一
情報が漏洩した場合は、損害賠償費用の発生、社会的信用
の失墜などにより、グループの業績や財務状況に重大な
影響を及ぼす可能性があります。
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連結財務諸表
Consolidated Financial Statements

連結貸借対照表 （百万円）

2007年度
（2008年2月29日現在）

2008年度
（2009年2月28日現在）

2009年度
（2010年2月28日現在）

資産の部

I 流動資産

 現金及び預金 15,858 11,080 9,023

 受取手形及び営業未収入金 7,826 10,428 9,821

 有価証券 1,000 ̶ ̶

 たな卸資産 2,807 2,618 ̶

 商品及び製品 ̶ ̶ 2,424

 仕掛品 ̶ ̶ 650

 原材料及び貯蔵品 ̶ ̶ 44

 前渡金 32 52 95

 前払費用 956 855 863

 繰延税金資産 951 957 1,194

 短期貸付金 157 123 101

 その他 1,853 2,280 1,944

 貸倒引当金 △26 △22 △17

 流動資産合計 31,417 28,373 26,146

II 固定資産

（1） 有形固定資産

  建物及び構築物 42,753 49,110 45,943

  機械装置及び運搬具 294 507 523

  工具、器具及び備品 1,409 1,299 1,034

  土地 39,365 45,172 45,208

  リース資産 ー ー 49

  建設仮勘定 5,692 73 3,691

  有形固定資産合計 89,516 96,163 96,451

（2） 無形固定資産

  借地権 11,014 10,949 10,949

  その他 874 706 829

  無形固定資産合計 11,889 11,656 11,779

（3） 投資その他の資産

  投資有価証券 6,496 4,355 4,676

  長期貸付金 695 596 501

  長期前払費用 937 847 761

  敷金及び保証金 46,570 46,726 44,834

  繰延税金資産 2,302 2,804 1,783

  長期未収入金 129 125 134

  その他 260 256 259

  貸倒引当金 △226 △223 △235

  投資その他の資産合計 57,165 55,488 52,716

 固定資産合計 158,571 163,308 160,947

資産合計 189,989 191,681 187,093
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（百万円）

2007年度
（2008年2月29日現在）

2008年度
（2009年2月28日現在）

2009年度
（2010年2月28日現在）

負債の部
I 流動負債

 支払手形及び営業未払金 23,203 19,455 17,637

 短期借入金 9,073 7,852 9,784

 リース債務 ̶ ̶ 13

 未払金 4,027 3,613 4,909

 未払費用 1,453 1,589 1,478

 未払法人税等 3,438 871 1,151

 賞与引当金 973 951 910

 返品調整引当金 13 18 23

 単行本在庫調整引当金 75 107 111

 販売促進引当金 184 205 222

 一年内償還予定の社債 2,000 1,000 1,000

 その他 2,658 3,082 3,146

 流動負債合計 47,102 38,747 40,389

II 固定負債

 社債 ̶ 4,000 3,000

 長期借入金 21,992 27,925 24,703

 長期未払金 224 224 195

 リース債務 ー ー 38

 退職給付引当金 1,116 1,303 1,341

 役員退職慰労引当金 9 11 13

 店舗閉鎖損失引当金 2,179 1,809 255

 受入保証金 43,377 41,820 38,494

 その他 5 221 4

 固定負債合計 68,905 77,316 68,046

 負債合計 116,008 116,064 108,435

純資産の部
I 株主資本

 資本金 26,867 26,867 26,867

 資本剰余金 27,527 27,528 27,528

 利益剰余金 19,114 21,527 24,317

 自己株式 △57 △60 △60

 株主資本合計 73,452 75,862 78,652

II 評価・換算差額等

 その他有価証券評価差額金 315 △104 99

 為替換算調整勘定 144 △165 △119

 評価・換算差額等合計 459 △270 △19

III 少数株主持分 69 24 25

 純資産合計 73,981 75,617 78,657

負債純資産合計 189,989 191,681 187,093
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（百万円）

2007年度
（2007年3月1日から 

2008年2月29日）　

2008年度
（2008年3月1日から 

2009年2月28日）　

2009年度
（2009年3月1日から 

2010年2月28日）　

I 売上高 286,788 282,509 261,076

II 売上原価 245,200 240,128 221,663

 　売上総利益 41,588 42,381 39,412

 　返品調整引当金繰入額 ̶ 4 5

 　返品調整引当金戻入額 1 ̶ ̶
 　差引売上総利益 41,590 42,376 39,407

III 営業収入 2,493 2,600 2,611

 　営業総利益 44,083 44,976 42,019

IV 販売費及び一般管理費 33,992 35,614 33,417

 　営業利益 10,090 9,362 8,601

V 営業外収益 526 583 649

 　受取利息 120 87 82

 　受取配当金 67 56 53

 　雑収入 339 438 513

VI 営業外費用 643 774 695

 　支払利息 472 637 600

 　社債利息 131 2 56

 　社債発行費 ̶ 90 ̶
 　雑支出 39 44 38

 　経常利益 9,973 9,171 8,554

VII 特別利益 895 502 42

 　投資有価証券売却益 12 168 33

 　貸倒引当金戻入額 5 15 4

 　賃貸借契約解除受入金 ̶ 204 ̶
 　匿名組合資産売却分配金 784 ̶ ̶
 　その他 92 114 3

VIII 特別損失 1,696 3,425 1,543

 　固定資産売却損 0 124 ̶
 　固定資産除却損 1,024 578 279

 　減損損失 13 110 411

 　投資有価証券評価損 286 1,332 0

 　投資有価証券売却損 53 ̶ ̶
 　貸倒引当金繰入額 ̶ 10 13

 　特別退職金 3 ̶ 41

 　事業再編損 ̶ 894 148

 　借地権償却額 ̶ 325 ̶
 　店舗閉鎖損失 258 ̶ 619

 　償却済商品券回収損 47 ̶ ̶
 　その他 7 50 29

 　税金等調整前当期純利益 9,173 6,248 7,053

 　法人税、住民税及び事業税 4,085 2,742 2,302

 　法人税等調整額 △80 △218 643

 　少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △5 △0

 　当期純利益 5,167 3,730 4,108

連結損益計算書
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（百万円）

株主資本

2009年度（2009年3月1日から2010年2月28日） 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2009年2月28日　残高 26,867 27,528 21,527 △60 75,862

連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △1,318 △1,318

　当期純利益 4,108 4,108

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 0 0 0

　株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）
連結会計年度中の変動額合計 ̶ 0 2,790 △0 2,789

2010年2月28日　残高 26,867 27,528 24,317 △60 78,652

（百万円）

評価・換算差額等 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

2009年2月28日　残高 △104 △165 △270 24 75,617

連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △1,318

　当期純利益 4,108

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 204 45 250 0 250

連結会計年度中の変動額合計 204 45 250 0 3,040

2010年2月28日　残高 99 △119 △19 25 78,657

連結株主資本等変動計算書
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（百万円）

2007年度
（2007年3月1日から 

2008年2月29日）　

2008年度
（2008年3月1日から 

2009年2月28日）　

2009年度
（2009年3月1日から 

2010年2月28日）　

I 営業活動によるキャッシュ・フロー
 税金等調整前当期純利益 9,173 6,248 7,053
 減価償却費 4,594 5,602 5,597
 減損損失 13 110 411
 貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △6 18
 賞与引当金の増減額（△は減少） 52 △21 △13
 返品調整引当金の増減額（△は減少） △1 4 5
 単行本在庫調整引当金の増減額（△は減少） 4 32 3
 販売促進引当金の増減額（△は減少） △38 20 16
 退職給付引当金の増減額（△は減少） 118 186 37
 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 1 1
 受取利息及び受取配当金 △187 △144 △135
 支払利息 603 639 656
 社債発行費 ̶ 90 ̶
 固定資産除売却損益（△は益） 450 343 81
 投資有価証券売却損益（△は益） 40 △168 △33
 投資有価証券評価損益（△は益） 286 1,332 0
 店舗閉鎖損失 258 ̶ 619
 匿名組合資産売却分配金 △784 ̶ ̶
 事業再編損失 ̶ 894 148
 借地権償却額 ̶ 325 ̶
 売上債権の増減額（△は増加） 96 △2,602 513
 たな卸資産の増減額（△は増加） 304 189 △506
 仕入債務の増減額（△は減少） 137 △3,748 △1,741
 その他の資産・負債の増減額 △291 △312 942
 その他 28 25 114
 小計 14,869 9,041 13,791
 利息及び配当金の受取額 184 146 135
 利息の支払額 △604 △646 △664
 店舗閉鎖に伴う支払額 △33 △532 △2,011
 事業再編による支出 ̶ ̶ △210
 法人税等の支払額 △1,711 △5,295 △2,188
 　営業活動によるキャッシュ・フロー 12,705 2,713 8,921
II 投資活動によるキャッシュ・フロー
 有価証券の取得による支出 △300 △300 ̶
 有価証券の売却による収入 ̶ 600 ̶
 有形固定資産の取得による支出 △9,325 △13,298 △5,523
 有形固定資産の売却による収入 0 34 195
 投資有価証券の取得による支出 △446 △7 △1
 投資有価証券の売却による収入 429 274 56
 敷金及び保証金の差入による支出 △251 △627 △1,933
 敷金及び保証金の回収による収入 847 920 3,575
 受入保証金の増減額（△は減少） 2,247 △1,433 △3,424
 匿名組合資産売却分配による収入 784 ̶ ̶
 その他 △597 △311 △349
 　投資活動によるキャッシュ・フロー △6,611 △14,148 △7,405
III 財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の純増減額（△は減少） 320 △380 1,932
 長期借入れによる収入 14,300 9,950 ̶
 長期借入金の返済による支出 △4,418 △4,858 △3,222
 社債の発行による収入 ̶ 4,909 ̶
 社債の償還による支出 △12,000 △2,000 △1,000
 自己株式の純増減額（△は増加） △3 △2 △0
 配当金の支払額 △1,153 △1,318 △1,318
 少数株主への配当金の支払額 △129 △30 ̶
 その他 ̶ ̶ △8
 　財務活動によるキャッシュ・フロー △3,084 6,270 △3,617
IV 現金及び現金同等物に係る換算差額 29 △314 43
V 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,039 △5,478 △2,056
VI 現金及び現金同等物の期首残高 13,519 16,558 11,080
VII 現金及び現金同等物の期末残高 16,558 11,080 9,023

連結キャッシュ・フロー計算書
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株式の状況 （2010年2月末日現在）

Stock Information

発行可能株式総数 320,000,000株
株主数 10,543名
発行済株式の総数 82,475,677株

大株主およびその持株数（上位10名）
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

森トラスト株式会社 27,400 33.26
株式会社クレディセゾン 6,836 8.30
JP MORGAN CHASE BANK 380055  5,274 6.40
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,031 4.89
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 3,842 4.66
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,866 3.48
JUNIPER 1,970 2.39
BNP PARIBAS SEC SVC LONDON/JAS/ 
 ABERDEEN INVESTMENT FUNDS ICVC/AGENCY LENDING 1,908 2.32
CMB NOMINEES LTD （UK RESIDENTS）380035 1,550 1.88
株式会社みずほコーポレート銀行 1,300 1.58
※持株比率は自己株式（96,305株）を控除して計算いたしております。

所有者別分布状況

株主数 持株数

● 政府・地方公共団体
1名 0.0%

● 金融機関・証券会社
80名 0.8%

●その他法人
273名 2.6%

● 外国法人など
126名 1.2%

● 個人
10,062名 95.4%

●自己株式
1名 0.0%

● 政府・地方公共団体
1千株 0.0%

● 金融機関・証券会社
19,020千株 23.1%

●その他法人
35,461千株 43.0%

● 外国法人など
22,981千株 27.9%

● 個人
4,914千株 6.0%

●自己株式
96千株 0.1%

株価・出来高の推移
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月間合計（千株）
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